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　1922 年 6 月 16 ～ 22 日、総督府評議会は第 3 回会議を開催し、まず義務教育諮問案に
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実施すれば、1929 年までに、公学校には経常費約 1000 万円のほか、巨額の臨時費と小学
校費を要する。そのため州費と市街庄費の割合は増加する。また 1922 年 4 月の調査によ
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